
.1 J-クレジットの効果的な活用方策に関する調査業務

カーボンニュートラルの実現に向け、森林クレジットへの企業等の関心が高まっていますが、

実際に取り組むには未だハードルが高いと感じられている森林・林業の関係者も多いと思

います。そこで、本セミナーではＪ－クレジット制度の概要を優しく解説するとともに、林業

DXを活用した効率的な森林クレジットの創出事例、森林吸収量の簡単な算定方法な

ど、さらなる活用促進に向けた情報をお届けします

お時間まで、しばらくお待ちください
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# プログラム 登壇者 時間

1 開会のご挨拶
三重県農林水産部 森林・林業経営課

課長 川波寛
14：00 ～ 14：05

2
Ｊ－クレジット制度の仕組みやメリットについて

森林由来のＪ－クレジットを創出するための条件

有限責任監査法人トーマツ

高瀬康平
14：05 ～ 14：20

3 森林由来のＪ－クレジットの申請手順
有限責任監査法人トーマツ

高瀬康平
14：20 ～ 14：40

4 林業DXを活用した県行造林でのＪ－クレジット創出について
三重県農林水産部 森林・林業経営課

森林計画班

主任 瀧川史也

14：45 ～ 15：20

5 三重県版創出支援ツールの紹介
有限責任監査法人トーマツ

五島尚香
15：20 ～ 15：45

6 質疑応答 15：45 ～ 15：55

7 本日のまとめ
有限責任監査法人トーマツ

藤田大地
15：55 ～ 16：00

2 J-クレジットの効果的な活用方策に関する調査業務

本日のプログラム
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開会のご挨拶

三重県農林水産部 森林・林業経営課 課長

川波 寛様
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•Ｊ－クレジット制度の仕組みやメリットについて

•森林由来のＪ－クレジットを創出するための条件

有限責任監査法人トーマツ 高瀬康平

4 J-クレジットの効果的な活用方策に関する調査業務



.5 J-クレジットの効果的な活用方策に関する調査業務

Ｊ－クレジット制度の仕組み

Ｊ－クレジット制度とは、省エネルギー設備の導入や再エネの利用によるCO2の排出削減
量や、適切な森林管理によるCO2吸収量を「クレジット」として国が認証する制度です

何もしなかった場合

吸収量ゼロ

活動を行った場合

吸収量＝クレジット

本日は適切な森林管理（植林・間伐等）を行うこと

で認証されるＪ－クレジットについて

詳しくご説明します

クレジットの考え方

出所：Ｊ－クレジット制度HPおよび林野庁「森林由来Ｊ－クレジッ

ト創出者向けハンドブック」
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森林由来のＪ－クレジットを創出するメリットと購入するメリット

森林由来のＪ－クレジットを創出・販売することで、森林所有者と地域の企業の双方にメ
リットがあり、ウィン・ウィンの関係を構築することができます

森林所有者のメリット

• Ｊ－クレジット登録をきっかけに、

林地の集約化につなげる

• Ｊ－クレジット収入をもとに、造

林・間伐を継続することができる

購入者のメリット

• 温対法における排出量、排出係数

の調整に使用可能

• 森林保全の取り組みに貢献してい

ることをPR可能
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Ｊ－クレジットによりカーボン・オフセットを行った事例（伊勢志摩サミット）

例えば伊勢志摩サミットでは、首脳や報道陣の移動、会場でのエネルギー消費に伴うCO2
排出を、Ｊ－クレジット購入により相殺し、CO2排出ゼロサミットを実現しました

出所：Ｊ－クレジット制度HP（https://japancredit.go.jp/summit/）

CO2
排出量

森林施業・保護による吸収量等

（クレジット）

排出されたCO2ー吸収量
で差し引き 「0」

クレジット購入によりサミット開催で排出されたCO2を相殺し、CO2排出ゼロサミット実現
サステナブルなイベント開催であることを対外的にPR

https://japancredit.go.jp/summit/
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森林・林業分野でＪ－クレジットを創出する方法

森林・林業分野では、森林経営計画に基づき間伐等を行う、新規に植林を行う、再造林
を行うという3つの手段によりＪ－クレジットを創出することができます

森林施業が継続されなかった場合の吸収量＝０

（算入対象外）

地上部・地下部バイオマスの炭素蓄積増加量
（再造林を行った場合には標準伐期齢等に達するまでの吸収量を計上可）

及び伐採木材の利用に係る炭素固定量を吸収量として算定

森林施業（造林、保育、間伐）と

森林保護（巡視等）により

吸収量を確保

（※主伐箇所は排出）

林分Ａ

（間伐未実施）
林分Ａ

（間伐の実施に

より森林の健全な

成長を確保）

林分Ｂ

（主伐適期）

林分Ｂ

（主伐跡地に

再造林を実施）

伐採木材

（炭素を固定）

植林活動前の土地利用の吸収量＝０（例：草地） 地上部・地下部バイオマスの吸収量
植栽により

吸収量を確保

地上部・地下部バイオマスの吸収量

FO-001

森林経営

活動

（89件）

FO-002

植林活動

（0件）

FO-003

再造林活動

（1件）

本
日
詳
し
く
ご
説
明
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森林由来のＪ－クレジットを創出するための条件

「森林経営活動」によりＪ－クレジットを創出する際は、森林経営計画を作成し、活動期
間終了後も10年間は森林経営計画を維持する必要があるなどの条件があります

創出するための条件１．プロジェクト計画の登録は森林経営計画単位で行うこと

プロジェクト登録は、森林の所有者又は管理者が代表となって、その時点で有効な森林経営計画に基づきプロジェクト計画書を作成し、森林経営計

画の区域全体で登録することが原則です。

創出するための条件２．永続性の担保

森林が吸収した成果を排出のオフセットとして活用するためには、将来にわたってその成果を損なわせない措置（永続性の担保）が必要であり、クレ

ジット創出対象期間終了後10年間は森林経営計画を継続して立て続けることを約束する必要があります。

創出するための条件５．主伐実施地を含む場合に「（吸収見込量-排出見込量）> 0」であること

主伐による排出も含めて、クレジット創出対象期間トータルでの正味の吸収量がプラスである必要があります。

創出するための条件３．追加性を有すること

プロジェクトの登録には、クレジット制度がなければ実施困難であったと認められる「追加性」の証明が求められており、森林経営活動については、収支

見込みの提出によりプロジェクトが赤字見込みであることを証明することが必要です

（主伐後再造林を計画している場合、又は主伐を計画していない場合は追加性の評価は不要です。）

創出するための条件４．土地転用が計画されていないこと

森林経営計画において、プロジェクト実施地の土地転用が計画されていないことが必要です。

創出するための条件７．環境社会配慮を行い持続可能性を確保すること

森林法、労働安全衛生法などの関連法令を遵守することが必要です。

創出するための条件６．間伐等の実施を1箇所以上計画すること

クレジット創出対象期間内に、森林経営計画に基づく造林又は保育、間伐が１箇所以上計画されていることが必要です。
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クレジット創出対象となる活動

認証対象期間中に森林の施業又は保護を実施する場合、クレジットの算定対象となりま
す

用語 実施内容

森林の施業 • 造林（植栽、地拵え、芽かき）

• 保育（下刈り、つる切り、除伐、枝打ち）

• 間伐

• 主伐

森林の保護 • 森林病害虫の駆除および予防

• 鳥獣害の防止

• 火災の予防

• 境界の確認

• 森林の巡視

出所：「森林由来J-クレジット創出者向けハンドブック（林野庁）」を参考にDeloitte作成（https://www.rinya.maff.go.jp/j/sin_riyou/ondanka/J-credit.html）

https://www.rinya.maff.go.jp/j/sin_riyou/ondanka/J-credit.html
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クレジット創出対象となる林分

クレジット創出対象となる活動は林種によって異なっており、例えば1990年以降に施業履
歴がある育成林では対象期間中に保護を行うことによりクレジットが創出可能となります

育成林

天然

生林

1990年以降の施業履歴があり、

認証期間中に施業あるいは保護を行った林分

1990年以降の施業履歴がないが、

認証期間中に造林、保育、間伐した林分

認証対象期間中に森林の保護活動

（ただし、制限林に指定されている場合に限る）

• 火災の予防、獣害対策

• 病虫害対策

認証期間中に主伐を行った林分

吸収量

吸収量

吸収量

排出量

出所：「森林由来J-クレジット創出者向けハンドブック（林野庁）」を参考にDeloitte作成（https://www.rinya.maff.go.jp/j/sin_riyou/ondanka/J-credit.html）

https://www.rinya.maff.go.jp/j/sin_riyou/ondanka/J-credit.html
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•森林由来のＪ－クレジットの申請手順

有限責任監査法人トーマツ 高瀬康平

12 J-クレジットの効果的な活用方策に関する調査業務
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クレジット創出までの大まかな流れ

クレジット創出のための活動は大きく分けて、登録準備期間、クレジット創出期間、永続性
担保期間に分かれており、それぞれの期間において必要な作業が決められています

①準備

• 参加条件のクリア

• 森林所有者等権利保有

者の同意取り付け

②プロジェクト登録

• プロジェクト計画書（森林

経営計画）作成

• 妥当性確認

③プロジェクトの実施

• プロジェクト計画書（森林経営計画）に基づき、森林の施業・

保護の活動を実施

• モニタリング算定

④クレジット認証

• モニタリング報告書作成

• 検証

• クレジット認証・発行

登録準備期間
クレジット創出対象期間（認証期間）

8年～16年の間で、実施者が

任意の期間（1年単位）を設定することが可能

永続性担保期間

（終了後10年間）

• 森林経営計画を継続的に作成し、毎

年制度管理者（国）に提出する

• 森林の状況等について、必要に応じて

制度管理者（国）に報告を行う

プロジェクト登録 Ｊ－クレジット認証

最低でも18年間、森林経営計画を維持する必要がある

本
日
詳
し
く
ご
説
明
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クレジット創出までの全体フロー

本日は、クレジット創出までのフローの中で作業工数が多くわかりづらい、①クレジット創出
に係る準備段階、②プロジェクト計画書作成段階、③モニタリング計画について説明します

準備

計画

妥当性確認

登録申請

プロジェクト実施

モニタリング

算定

モニタリング

報告書

検証

認証申請

累計吸収量の報告

永続性担保

登

録

準

備

期

間

認

証

対

象

期

間

永続性

担保期間

ポイント2 ポイント3 

ステップ

• クレジット創出するための条件をクリアしているか

•森林所有者や地権者等の関係者との合意形成、覚書締結、説明会の実施

• プロジェクト計画書の作成

•審査機関によるプロジェクト計画書の妥当性確認

•Ｊ－クレジット制度管理者への登録申請

•認証委員会による審議・承認

• プロジェクト計画書（森林経営計画）に基づく施業・保護活動の実施

•吸収量算定に必要なデータの入手

• モニタリング報告書の作成

•審査機関によるモニタリング報告書の検証

•Ｊ－クレジット制度管理者への認証申請

•認証委員会による審議・承認

•認証対象期間終了後の森林状況、累計の吸収量の報告

•毎年の森林経営計画の提出

内容

ポイント 1 

創出者の実施作業 審査機関の実施作業凡例
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準備段階

クレジット創出者は、クレジット創出を実施しようとする森林経営計画の対象森林やプロ

ジェクト実施地の権利関係を把握し、土地所有者等に対し、必要な説明を行い、合意を
得ることが必要です

ポイント 1 ポイント2 ポイント3

権利保有者が

プロジェクト実施地に

係る権利保有者であるか クレジット創出予定の

森林経営計画の区域内だが、

プロジェクト実施地以外の

土地に係る権利保有者

プロジェクト実施地に係る

権利保有者

プロジェクト
実施地

クレジット創出予定

森林経営計画のエリア

プロジェクト
実施地

クレジット創出予定

森林経営計画の区域

YES

NO

土地所有者等に対して
説明

↓
永続性担保の覚書を

締結

土地所有者等に対して

説明

↓

了承してもらった

証明を得る

（例：議事録）

実施事項対象

申請者と森林所有者は共にＪ－クレジット制

度の約款を遵守する必要があること

 定められた期間のあいだ、土地転用等により

吸収効果を消失させる行為を行わないこと

Ｊ－クレジット制度事務局等への関係資料

（森林経営計画、伐採届等）の提供につい

て同意・協力すること

森林の所有権を譲渡する場合、上記の項目
の遵守義務を継承すること

Ｊ－クレジット制度事務局等への関係資料

（森林経営計画、伐採届等）の提供につい

て同意・協力すること

協力をお願いすること
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根羽村森林組合での取り組み事例

根羽村森林組合では、土地所有者等に対してクレジット創出についての説明会を実施し
効率的に合意形成を行いました

ポイント 1 ポイント2 ポイント3

【概要】

 プロジェクト概要：根羽村私有林における森林経営活動

 プロジェクト代表者：根羽村森林組合

認証対象期間：2015年4月1日～2023年3月31日

発行済みクレジット量／販売済みクレジット量：240t／231t

創出対象森林面積：68.65ha

村全体の森林面積 公有林：4,188ha 私有林：4,327ha

根羽村森林組合

所有者 所有者 所有者 所有者

 クレジット創出に取り組むようになったきっかけ

• 固定資産税や森林組合の賦課金など、毎年発生する費用がある

• 皆伐後の植林費用を賄えず、収入を得るまで時間がかかる

（立木を伐採、搬出したときだけ）

• 親から山を相続したが、自身は根羽村におらず、管理できない

• 相続した山がどこなのか分からない、そもそも山の存在を知らない

⇒ 山を手放したい所有者が増えてきた

• 山から定期的な収入を得て、山を所有していて良かったと感じてほ

しい、森林や地域に少しでも関わってほしいという思いがあった

Ｊ－クレジット創出による効果

• 森林所有者への還元額＝783,420円

• 取引先企業：12社増加

• 視察、問い合わせ：30社以上

 プロジェクト計画書の作成がうまく進んだ成功要因

• 専務、理事、施業プランナー、担当係長というオール組合の体制で

各地区を回り、説明会を実施した

• 広報誌で事前の案内をしてから説明会を実施した

• 所有者の質問や疑問に丁寧に答えた

所有者 所有者 所有者 所有者

A地区 B地区 C地区 D地区

専務 理事

プランナー 担当係長
広報誌での案内

説明会 説明会 説明会 説明会

説明会の内容

• Ｊ－クレジット制度の仕組みについて

• 所有者との合意形成が必要な理由

• どのように収益を分配するか
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プロジェクト登録に必要な書類の一覧

プロジェクト登録時には6～9種の書類を提出する必要があり、メインの書類は「プロジェクト
計画書」です。その中でも、特にクレジット創出量を算定するためのシートへの入力は作業
工数が多く、わかりづらいと言われています

出所：「J-クレジット制度＞申請書類（J-クレジット制度事務局）」 「森林由来J-クレジット創出者向けハンドブック（林野庁）」よりDeloitte作成

https://www.rinya.maff.go.jp/j/sin_riyou/ondanka/attach/pdf/J-credit-51.pdf

プロジェクト計画書一式の作成

• Ｊ－クレジット制度事務局HPで示されるプロジェクト計画書

類一式に基づき、各プロジェクトの計画書を作成

具体的提出書類

① プロジェクト登録申請書

② 誓約書

③ プロジェクト計画書

1.プロジェクト実施者情報

2.プロジェクト概要

(参考様式)FO-001適用条件に係る確認書

3.データ管理

4.特記事項

5.追加性に関する情報

6.吸収量の算定方法（FO-001用）

7.モニタリング計画

幹材積量算定シート_（育成林・天然生林）

吸収量(育成林・天然生林・再造林）算定シート

排出量算定シート

吸収量（HWPによる固定）情報記入・算定シート

その他、対象地位置図等

※①～③は、J-クレジット事務局WEBサイトから入手可能

クレジット創出量を算定するためのシート

名称 様式 分類

1 プロジェクト計画書 Ｊ－クレジット制度HP掲

載の様式

必須

2 プロジェクト登録申請書 Ｊ－クレジット制度HP掲

載の様式

必須

3 森林経営計画認定書 自治体の様式 必須

4 森林経営計画

（及び予定計画）

自治体の様式 必須

5 収穫予想表

（林分収穫表）

都道府県作成のもの 必須

6 Ｊ－クレジット制度利用

に係る誓約書

Ｊ－クレジット制度HP掲

載の様式

該当者

のみ

7 永続性確認覚書 Ｊ－クレジット制度HP掲

載の様式又は任意の様式

該当者

のみ

8 森林説明会実施記録 Ｊ－クレジット制度HP掲

載の様式又は任意の様式

FO-001

該当者

のみ

9 妥当性確認報告書 審査機関が作成 必須

作業工数が多く

わかりづらい

メ
イ
ン
の
書
類

ポイント 1 ポイント2 ポイント3

https://www.rinya.maff.go.jp/j/sin_riyou/ondanka/attach/pdf/J-credit-51.pdf
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クレジット創出量の考え方

クレジット創出量は「吸収量ー排出量」で算定、クレジット創出量の算定には多数のシート
に森林経営計画や森林簿などから多数の項目の入力が必要です

クレジット創出量の算定方法

【排出量算定用】

情報記入シート

【吸収量(育成林)算定

用】情報記入シート

【吸収量(天然生林)

算定用】情報記入シート

天然生林の

幹材積成長量の補正

【吸収量(再造林)
算定用】情報記入シート

吸収量

（HWPによる固定）

情報記入・算定シート

クレジット

創出量
吸収量 排出量

クレジット創出量を算定するためのシート

J-クレジットの申請用紙における
クレジット創出量算定のためのシート構成

A B

A
B

算
出
必
須

吸
収
量

 クレジット創出量を算定するため、森林吸収量（育成林）を算出
するには、以下の情報を入力する必要がある

◼ 森林経営計画から入力

➢ 土地の所在、面積、樹種、林齢、施業履歴、施業

計画、クレジットの算定対象となる施業、地位情報
◼ 森林簿から入力

➢ 地位情報

クレジット創出するシート（イメージ）

Image
算
出
任
意

吸
収
量

ポイント 1 ポイント2 ポイント3

出所：「J-クレジット制度＞申請書類（J-クレジット制度事務局）」 「森林由来J-クレジット創出者向けハンドブック（林野庁）」よりDeloitte作成

https://www.rinya.maff.go.jp/j/sin_riyou/ondanka/attach/pdf/J-credit-51.pdf

https://www.rinya.maff.go.jp/j/sin_riyou/ondanka/attach/pdf/J-credit-51.pdf
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吸収量の考え方

地位・樹種・林齢をもとに収穫予想表を用いて幹材積成長量、樹種別の施業面積、樹種
と林齢に応じた各種係数を用いて、森林吸収量を算出します

面積

（ha） ［樹種別］

ha当たり年間樹木成長量

（幹材積成長量m3/ha） ［樹種×地位別］

デ
フ
ォ
ル
ト
値

J－クレジットでの吸収量の算定方法

出所：「第23回Ｊ－クレジット制度運営委員会資料（J-クレジット制度事務局）https://japancredit.go.jp/steering_committee/data/haihu_210803/1_inkai_shiryo.pdf）

測
定
が
必
要

測定が必要なデータ取得方法

面積

◼ 実踏調査あるいは航空レーザー測量による実測値
が必要

◼ ただし、育成林であれば施業等の補助金を申請し
た際のデータを流用することも可能

年間

樹木

成長量

◼ 地位・樹種・林齢をもとに都道府県が公表してい

る収穫予想表や林分材積表を用いて算出する

◼ 地位を求めるために、実踏調査あるいは航空レー
ザー測量による実測値が必要

1haあたりのクレジット創出量は、約5t-CO2/年と言われています。

おおよそのクレジット創出量は、面積×クレジット認証期間×約5t-CO2/年で
算出することが可能です

面積・年間樹木成長量を算定するためには、実踏調査あるいは
航空レーザー測量による実測値が必要となる

ポイント 1 ポイント2 ポイント3

https://japancredit.go.jp/steering_committee/data/haihu_210803/1_inkai_shiryo.pdf
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クレジット創出までの全体フロー

これから③モニタリング計画について説明します

準備

計画

妥当性確認

登録申請

プロジェクト実施

モニタリング

算定

モニタリング

報告書

検証

認証申請

累計吸収量の報告

永続性担保

登

録

準

備

期

間

認

証

対

象

期

間

永続性

担保期間

ポイント2 

ステップ

• クレジット創出するための条件をクリアしているか

•森林所有者や地権者等の関係者との合意形成、覚書締結、説明会の実施

• プロジェクト計画書の作成

•審査機関によるプロジェクト計画書の妥当性確認

•Ｊ－クレジット制度管理者への登録申請

•認証委員会による審議・承認

• プロジェクト計画書（森林経営計画）に基づく施業・保護活動の実施

•吸収量算定に必要なデータの入手

• モニタリング報告書の作成

•審査機関によるモニタリング報告書の検証

•Ｊ－クレジット制度管理者への認証申請

•認証委員会による審議・承認

•認証対象期間終了後の森林状況、累計の吸収量の報告

•毎年の森林経営計画の提出

内容

ポイント 1 

創出者の実施作業 審査機関の実施作業凡例

ポイント3 



.

•林業DXを活用した県行造林でのＪ－クレジット創出について

三重県農林水産部森林・林業経営課

主任 瀧川 史也

21 J-クレジットの効果的な活用方策に関する調査業務



カーボンニュートラルの実現に向けた林業GX推進事業 Ｒ５事業費 22,700千円

大気中の二酸化炭素を吸収する森林の働きはカーボンニュート

ラルの実現に大きく寄与することから、林業・木材産業分野の発

展による経済社会システム全体の変革を目指すＧＸ（グリーントラ

ンスフォーメーション）を進めることが求められている。

しかし、森林のＣＯ２吸収機能に経済的価値を生み出す森林由来

クレジットの活用・販売は低位にとどまっている。

現状①森林由来クレジットの認証量は全体量の約1.8％

現状②森林由来クレジットは販売価格が高い傾向にある

（森林由来約10,000円/t-CO2：省エネ発電約3,000円/ｔ-

CO2）

⇒解決のためには、以下の取組が必要

① クレジット認証取得に係る費用や手間をＩＣＴ等により軽減

② 森林由来クレジットの啓発による販売促進

①および② 県内の林業事業者に向けた制度活用に係る情報発信

目的
森林のＣＯ２吸収機能に経済的価値を生み出す「Ｊ-クレジット制度」を活用をした取組を実施し、森林整備を促進すること
で、2050年カーボンニュートラル社会実現への貢献を目指します。

期待される効果

現状と課題

２ 林業DX普及展開事業 （事業費 6,413千円）

・Ｊクレジットの活用促進に向けた林業ＤＸを展開するため、林

業普及を通じた指導・助言を行うとともに、ＤＸ化に向けた機

器、ソフトウェア等の導入を支援

１ 森林吸収クレジット認証取得・展開事業

（事業費 16,287千円）

・航空レーザ測量・森林資源解析から得られた詳細なデータを

用いて、Ｊ－クレジットの認証に必要となる森林の情報基盤（平

均樹高、地位）を整備

・県行造林において、Ｊ－クレジットの認証を取得するために必要

となる、森林の巡視や間伐を実施するとともに、スマート技術を

活用したモニタリング手法等を検証

・クレジットの購買意欲を高めるよう、関係部局と連携し企業等

への普及啓発を実施

R5年度の取組

・J-クレジットの活用を県が率先して示すことで、県内でのJ-クレジット認証件数や取引を増加しカーボンニュートラルに貢献

・林業DXの普及・展開を図り、間伐や植栽などの生産性向上や森林所有者の所得向上を通じて森林整備を促進

森林・林業経営課

R4年度８月

認証要件緩和

→

これを契機とし

活用を促進



名張市の県行造林地におけるプロジェクト登録

○名張市国津県行造林
・森林経営計画（属地計画）
・計画開始日：令和５年５月２日
・森林経営計画面積：222.99ha
・林層：スギ・ヒノキ人工林

今年度はプロジェクト登録
・情報提供
得られたノウハウ
必要となる森林管理手法のDX化



プロジェクト登録に要した期間及び第３者による審査費用やその対応

５年 （18日）口座登録申請
４月 （25日）口座登録完了

　　　　森林経営計画の認定

５月 （ 8日）森林所有者への説明
（15日）申請書作成支援申請
（16日）申請書作成支援開始
（25日）仮申請書確認

６月 （12日）当初申請書登録
　　　　審査費用支援申請
（22日）審査機関・費用決定
（29日）森林所有者の同意

７月 （ 3日）審査契約協議開始

８月 （30日）審査契約締結

９月 （20日）書類審査及び打合

１０月 （19日）現地確認審査

１１月 （ 2日）申請書更新対応①
（ 7日）申請書更新対応②
（ 9日）申請書更新対応③
（29日）申請書更新対応④
（30日）審査契約完了
　　　　審査後申請書再登録

１２月 （22日）事務局指摘事項修正
　　　　に伴う申請書再登録

６年 （26日）認証委員会開催
１月

２月

３月

年月
Ｊ－クレジットプロジェクト

申請スケジュール

・６月１２日から申請手続きを開始し、１１月３０日に審査後の
プロジェクト登録申請が完了（約６ヶ月）

・審査費用支援を受ける場合、６月上旬までにはプロジェクト登録
申請を行う必要があった（今年度の場合）。

・口座登録、申請書作成支援申請、森林経営計画の認定については、
どのタイミングでも実施できるため、審査費用支援を受けること
を想定するのであれば、前年度のうちに実施しておくとよい。

・当初申請書登録（６月１２日）時点でＪ－クレジット制度事務局
と５通のメールでのやりとりを行い、２回の申請書更新を行った。

・今回の県行造林地（222.99ha）におけるプロジェクト登録に必要
となった妥当性審査費用は以下のとおりだった。

１,０１２,０００円 【税込】
（うち支援額 ７０８,４００円 【税込】）
（うち県負担額 ３０３,６００円 【税込】）

・妥当性審査において、現地確認審査後（１０月１９日）に申請書
の更新のため、審査機関と１５通のメールでのやりとりを行い、
４回の申請書更新を行った。

・審査後申請書再登録（１１月３０日）を行った後、Ｊ－クレジッ
ト制度事務局から再度修正事項の指摘があった。

・令和６年１月にはプロジェクト登録の認証が完了しましたので、
来年度からクレジット発行に向けモニタリング報告を実施する。



○森林経営計画と計画対象森林のＪ－クレジット制度の適合性の確認

・「モニタリング」の計画が適正にされているか確認

・「モニタリングエリアグループ」が適正に設定されているか確認（要図面作成）

・計画対象森林における林齢と樹種を確認し、適正な施業が計画されているか確認
（例１）標準伐期齢を超えているが、主伐の計画がなく、間伐の計画がある場合

⇒「長伐期施業による大径材生産を目標とする」など、なぜ主伐を実施しないかの
理由が必要

第３者による書類審査及び現地審査の際に確認された事項①



○森林経営計画と計画対象森林のＪ－クレジット制度の適合性の確認

・計画対象森林における高齢林分や高齢林分での間伐履歴のある箇所の現地確認
（例２）８０年生の林分において、５年前に間伐を実施
（例３）申請時点で、１００年生を超えており、１９９０年時点で間伐を実施
（例４）７０年生の林分において、次年度に間伐の実施計画がある

⇒（例２～４）について、施業されるべき箇所か審査の際に現地状況を確認

・森林経営計画・森林簿に記載のない事項や差異のある箇所の現地確認
（例５）森林経営計画や森林簿に施業履歴として記載されていない施業の実績が、伐採造林届

等の証明書類を確認することで、新たに判明してきた場合
⇒実際に施業が実施されているか、審査の際に現地状況を確認

第３者による書類審査及び現地審査の際に確認された事項②



Ｊ－クレジット制度における吸収量及び排出量を算定するために必要なデータの取得方法に
ついて定めたもの（森林管理プロジェクトの場合、３８項目）、申請の際には、モニタリング計
画において、各種モニタリングに関するデータの取得方法を記載する必要がある。

「モニタリング」とは

閉合差5/100
または

座標値3m以下

－

－

－

－

－

－ －WDi

－

デフォルト値
Ｊ－クレジット制度モニタリング・算定規程（森林管理
プロジェクト用）

－

（使用する収穫予想表等の名称を記載すること）

デフォルト値

デフォルト値

BEFi

t/m3

Rratio,i －

CF

i - 初回検証申請時に1回

（樹高の測定に使用する計量器を記
載）

航空レーザー計測

頻度

コンパス、GPS測量等

－

－

計量器の種類

－

－

計量器の校正方法の説明

メーカーの定める校正方法に従う

モニタリング項目
備考

記号 単位

計量器モニタリング方法　※1

過去の施業面積については、施業を実施した範
囲の実測を行う。認証対象期間中の施業につい
ては、施業時に実測を行う。

概要 詳細 精度

初回検証申請時に1
回。認証対象期間中の
施業のみ施業実施時に

1回

定義

森林簿の施業履歴、伐採届、補助事業の関係書
類、対象の林分の施業の痕跡や時期が判断可
能な写真等で確認を行う

現地踏査による日誌の記録を作成する。

AreaForest,i

ha

－

－

－

－
検証申請時に最新のも
のを使用

－

検証申請時に最新のも
のを使用

デフォルト値

【航空機からレーザーにより樹高等を測定する場
合】
三重県が実施した航空機からのレーザー計測
(1m2あたり4点以上照射）による立木データを使
用する。
前生木の混交を鑑みて樹高の2σを超える樹高
となる対象木を棄却する。

【航空レーザー計測の場合】
三重県の測定データを使用
使用データについては、公共測量と
して助言番号【令1部公第321号】の
登録済

地位等による階層

育
成
林

資料より

資料より

森林の施業の実施状況

森林の保護の実施状況

実測（コンパス・GPS測
量併用）

森林施業が実施された森林の
面積（0.9を乗じた値）

-

収穫予想表等（収穫予
想表、林分収穫表、広
葉樹林分収穫表、標準
蓄積表等） 三重県林分収穫表

m3/ha

－

－

ΔTrunkSC,i

人
工
林

単位面積当たりの年間幹材積
成長量

初回検証申請時に1回 － －

検証申請時に最新のも
のを使用

炭素比率（炭素含有率）

地下部率

Ｊ－クレジット制度モニタリング・算定規程（森林管理
プロジェクト用）

拡大係数

容積密度

－

－

Ｊ－クレジット制度モニタリング・算定規程（森林管理
プロジェクト用）

Ｊ－クレジット制度モニタリング・算定規程（森林管理
プロジェクト用）

検証申請時に最新のも
のを使用

－



今回の申請にあたり、事前準備や林業DXの活用による省力化を図ることができるモニタリング
項目を下記にピックアップした。

①森林施業が実施された森林の面積
・補助金受給して実施した森林施業の場合、
契約書等により証明可能

・補助金受給の証明ができない森林施業の場合、
現地測量が必要
○コンパス測量
○GNSS測量（県で実施）

②森林の施業の実施状況
・森林簿の施業履歴、伐採造林届、補助事業の
関係書類等が必要

③森林の保護の実施状況
・現地状況（立木・林地等の被害状況）を確認した業務日誌が必要（県で実施）

④地位等による階層
・「モニタリングエリアグループ」を設定（30haごとに対象区域をグループ分け）
○１グループごとにモニタリングプロットを設定し、現地調査を実施
○１グループごとにレーザ測量成果を活用し調査を実施（県で実施）

ポイントとなる「モニタリング」と林業DX活用による省力化



①森林施業が実施された森林の面積（補助金受給の証明ができない場合の現地測量）

○コンパス測量
・測量人数：２人以上（測量器側と反射板側）
・測量手法：測点間を測量器具により測定
・測量結果：射距離と方位角
・精度管理：周囲測量による閉合差（5/100）

○GNSS測量
・測量人数：１人以上（測量器）
・測量手法：測点の位置を観測
・測量結果：座標値（緯度、経度）
・精度管理：座標値の誤差が３m以内

GNSS測量のメリット
・測点間の視通確保が不要
・順不同での観測が可能
・短期間で広範囲の測量が可能

県で実施

今回使用した測量器具：SmartSOKURYO POLE

「株式会社パスコ」ホームページから抜粋

（URL：https://www.pasco.co.jp/products/shinrin/）

■観測手法
受信衛星数：４以上
１分間のエポック数：３０以上
XYの標準偏差：3m以内

https://www.pasco.co.jp/products/shinrin/


・GNSS測量のメリット（測点間の視通確保が不要）

周辺が目視できない箇所や測点間が離れている
箇所でも前後の測点を気にすることなく、測点杭
の設置や観測を実施することが可能



・GNSS測量のメリット（順不同での観測が可能）

：11月21日に観測

：11月24日に観測

：11月13日に観測

測点ごとに観測を行っている
ため、観測日が違っていても、
問題なし。
とっておくべき測点を追加し

たりすることも可能
同一日の観測で複数人（器具

も複数台）を投入することで、
いっきに測量可能



・GNSS測量のメリット（短期間で広範囲の測量が可能）

・測量面積 ：約210 ha
・測量延長 ：18.9km
・測量観測点数 ：721点
・実際の測量日数：7日
・測量の総人工数：16人
・実際の測量時間：46時間

○総人工数から測量延長を割り、
1㎞あたりの人工数を算定

0.845人/km

○実際の測量時間を1人あたりの
1日の労働作業時間（8時間）
で割り、そこから測量延長を
割った場合の1㎞あたりの人工
数を算定

0.304 人/km 

治山事業の積算要領における周囲測量（コンパス）
の外業人工数 3.65人/km

今回のGNSS測量においては、
測量人工を１０分の１以下に縮減
普通作業員として換算した場合、
全体で１３０万円以上のコスト縮減



GNSS測量【今回使用した測量器具（SmartSOKURYO POLE）のその他の機能①】

■観測後その場で精度確認が可能



GNSS測量【今回使用した測量器具（SmartSOKURYO POLE）のその他の機能②】

■現地で地図を見ながら観測が可能
■地図にラスタやポリゴンの搭載が可能
■測点を観測した時点で場所の確認が可能
■現場で測点の編集や再測定が可能
■一緒に林況写真等の撮影も可能

C11



③森林の保護の実施状況（現地状況を確認した業務日誌の作成）

巡視者印 管理者印

作業日 天候

境界の状況

立木被害

林地被害

工作物被害

※写真については、モニタリング・算定規定に基づき撮影および保存を行う。

業務日誌

年　　　　月　　　　日

巡視箇所

その他特記事項

○森林の保護の実施
・境界確認及び森林の巡視

⇒業務日誌等の記録を用いて証明

県で実施

○巡視に関する業務日誌の作成
・実施時期の記録（作業日）
・対象林分の記録（巡視箇所）
・実施内容の記録（境界、被害状況等の確認）

※天然林の場合は写真が必須

「株式会社はんぽさき」ホームページから抜粋

（URL：https://www.hampo.co/）

・スマートフォンにて現地状況を撮影
・撮影記録や巡視区域図をもとに業務日誌を作成
・アプリを活用することでより効率化

今回使用したアプリ
：LivMap（リブマップ）

https://www.hampo.co/


・森林の保護の実施状況の記録（スマートフォンにて現地状況の撮影）

スマートフォンにて現地状況を撮影した場合、撮影
端末の情報(GPS機能、日時設定)に基づき、座標値や
撮影日時が記録される。

撮影情報をもとに日誌の作成を行う。



巡視者印 管理者印

作業日 天候 小雨

境界の状況

立木被害

林地被害

工作物被害

※写真については、モニタリング・算定規定に基づき撮影および保存を行う。

業務日誌

2023年　　11月　　  13日

巡視箇所

現地にて境界杭を確認

特になし

特になし

特になし

その他特記事項

・森林の保護の実施状況の記録（撮影記録や巡視区域図をもとに業務日誌を作成）

・アプリ（リブマップ）を活用することでより効率化

■自分の位置を森林計画図上で確認できる（通信圏外でも利用可能）
■移動ログの記録（実際の巡視範囲の明示）
■グループ間での即時情報共有（通信圏内）（複数人で広範囲を巡視可能）



④地位等による階層（モニタリングエリアグループを設定）

「モニタリングエリアグループ」とは
地形や林層が類似し、地理的にまとまった小班を３０ha以内でグループ化したもの
以下の条件を守って設定する必要がある。
・同一樹種の小班で構成
・地形の類似した小班（尾根筋や小流域等）かつ、できるかぎり近接した小班同士で構成
・地位決定の際の林齢は１グループ内の最高林齢とする
・混交林（スギ・ヒノキ）となっており、小班の分割ができない場合は、吸収量の保守的な
数値の推計ができる樹種を小班の樹種とする。

1 2

3
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④地位等による階層（地位決定にあたっての調査）

○１グループごとにモニタリングプロットを設定し、現地調査を実施
・モニタリングエリアグループごとにプロットを１箇所設定
・プロットは地形、林層、樹種の生育特性を考慮して設定
・プロットは１辺の長さが最大樹高以上必要（約30m程度）
・モニタリングプロット内で毎木調査を実施
（樹種、立木本数、胸高直径、選択木の樹高）

○１グループごとにレーザ測量成果を活用し調査を実施
・１㎡当たりの照射点数４点以上のレーザ測量成果により解析した単木データを使用
（第３者審査の際に精度の証明を求められる可能性がある）

・モニタリングエリアグループ内の単木データから平均樹高を算定
・平均樹高算定にあたっての単木データについては、前生木の混交等を鑑みて樹高の2σを超
える樹高となる対象木を棄却

県で実施

レーザ測量成果を活用した調査によるメリット
・データ管理がしやすい
・現地調査労務の省略

・設定したモニタリンググループごとに以下のいずれかの手法により調査を実施

30m

30m



・レーザ測量成果を活用した調査によるメリット（データ管理がしやすい）

レーザ測量成果については、位置情報を持つため、GISシステムを活用することで、データを
視覚的に確認したり、まとめて管理することが可能であるとともに、GISシステムの編集機能を
活用することで、モニタリングエリアグループごとに分けてデータを管理・保管・出力できる。

・スギ・ヒノキの単木データを地図上に表記
・黒点線が小班界
・赤線がモニタリングエリアグループ

・単木ごとにモニタリンググループ番号を
一括で設定することが可能

・エクセルとしてすべてのデータを出力し
平均樹高等の集計が可能



・レーザ測量成果を活用した調査によるメリット（使用したGISについて）

○編集に使用したGIS（QGIS）

■フリーソフト
■データの登載、外部出力が可能
■登載データの検索、抽出が可能
■登載データの様々な加工、解析が可能
■登載データはすべて自分で用意

○管理に使用したGIS（三重県森林資源管理システム）

「QGIS」ホームページから抜粋（URL：https://qgis.org/ja/site/）

■三重県に申請いただくと5000円/年で
利用可能
（市町の場合、登載データ内容や使用
機能が異なるため、20万円/年）

■データの登載、外部出力が可能
■登載データの検索、抽出が可能
■初期状態で様々な登載データ有り
・地形図
・航空写真・衛星写真
・森林計画図・森林簿（個人情報抜き）
・レーザ測量成果

https://qgis.org/ja/site/


・レーザ測量成果を活用した調査によるメリット（現地調査労務の省略）

今回の場合、既存のレーザ測量成果を活用することができれば、
約70人分の労務人工を省略

普通作業員として換算した場合、全体で１４０万円以上のコストを省略できる

○１グループごとにモニタリングプロットを設定し、現地調査を実施した場合

・モニタリングプロットの大きさは１辺の長さが最大樹高以上必要（約30m四方程度）
・モニタリングプロット内で毎木調査（樹種、立木本数、胸高直径、選択木の樹高）を実施
・治山事業の積算要領における標準地調査（10m×10m）における外業人工数 0.74 人/箇所
・モニタリングプロット（30m×30m）の調査を想定した場合 0.74×9 ＝ 6.66人/プロット
・今回の対象区域におけるモニタリングエリアグループ数（10箇所）の場合 6.66×10 ＝ 66.6人

10m

10m

30m

0.74
人/箇所

30m



今後について

令和６年度
○モニタリング報告の実施とそのノウハウの共有
○販売手法の検討

令和７年度
○販売手法の構築とそのノウハウの共有

ご清聴ありがとうございました。
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•三重県版創出支援ツールの紹介

有限責任監査法人トーマツ 五島尚香
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.45 J-クレジットの効果的な活用方策に関する調査業務

三重県版クレジット創出支援ツールのご紹介

クレジット創出が収益化につながることをイメージしていただけるように、簡便におおよそのクレ
ジット創出量を把握できるシートを作成しました

クレジットについて

よく知らない

J-クレジット創出を

検討中

J-クレジット

創出段階

J-クレジット

創出・販売

経験あり

PJ登録増加
に向けて

意識醸成が

必要な層

本クレジット創出支援ツールのターゲット

プロジェクト計画書・モニタリング報告

書作成を経て、クレジット販売している
ので、よく理解している

プロジェクト計画書やモニタリング報告

書を書いている段階であるため、一部
不明点もある

クレジット創出のおおまかな流れは理解
している。どれだけ利益出るかを

具体的に検討してJ-クレジットを創出す

るか判断したい

カーボンクレジットとは何か、クレジット

は収益源になるのかイメージがついてい
ない状態である

各階層の理解度

本ツールターゲット

現状の課題

◼ 現状として、クレジット創出量を簡便に把握できる方法やツールがなく、クレジット創出が収益化につながるのかイメージできない

➢ J-クレジット申請用紙は入力項目が多く、クレジット創出量の算定に時間を要する

➢ 森林吸収量算定シート（林野庁公表）はJ-クレジット制度に則していない

本クレジット創出支援ツールの特徴

 1990年以降に施業履歴がある森林（＝育成林）を対象として、

樹種・面積・林齢を入力するだけで、おおよそのクレジット算出量を
把握可能

樹種・面積・林齢に加え、施業予定/保護の予定や地位を入力す
ることで、より精緻にクレジット創出量を算出可能

ポイント①：入力する情報量に応じて大まかでも精緻にも算定

樹種・面積・林齢（＋任意項目）を入力すると、それに応じてクレ

ジット創出量やクレジット創出コストが表示される。販売価格を自

分で設定すると、クレジット創出による売り上げや収益のおおよそ
のイメージを掴むことが可能

ポイント②：クレジットの収益化のイメージを掴みやすい

ポイント 1 ポイント2 ポイント3



.46 J-クレジットの効果的な活用方策に関する調査業務

本日は三重県版クレジット創出支援シートの使い方についてご紹介します

当日、使い方の実演動画を投影いたします。

ポイント 1 ポイント2 ポイント3



.47 J-クレジットの効果的な活用方策に関する調査業務

三重県版クレジット創出支援ツールは3月下旬ごろに三重県ウェブサイトにて公開予定です。
ぜひご活用ください

ポイント 1 ポイント2 ポイント3

Image
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